        学校長による全教職員に対する個別面接による政治的行為等に関
 する調査に強く抗議し、道教委「３・３０通知」の撤回を求める
１　北海道教育委員会（道教委）は、本年３月３０日、各道立学校長及び各市町村教育委員会教育長に対し『教職員の服務規律等の実態に関する調査の実施について（通知）』（3･30通知）を出した。
これは、道内選挙区選出の民主党議員陣営が、北海道教職員組合（北教組）から違法な選挙資金を受け取ったとされる政治資金規正法違反事件を契機に、「学校教育に対する道民の信頼を確保するため」、「教職員の服務規律等の実態に関する調査」を行なうというものである。
その方法は、学校長が、全教職員を対象に個別に面談し、「勤務時間中の組合活動に関する調査」と「教職員の政治的行為に関する調査」等を、詳細な調査項目に基づいて聴き取りを行なうものである。しかも、労働組合との交渉には一切応ずる必要がないとする一方、聞き取りを拒否した職員には職務命令を発し得るとし、調査結果の提出期限を５月１４日に定めるという、極めて強権的で性急なものである。
　２　いうまでもなく、憲法２８条は労働者の団結権を認め、その活動を保障している。従って、業務に影響を及ぼさない活動まで一律に禁ずるようなことは許されない。
また、主権者として、選挙活動など政治的行為に関わることは、表現の自由（憲法２１条）に基づく重要な行為であり、公務員又は教職員であることを理由に一律に禁止することは許されない。
しかるに、3･30通知は、いずれの活動も認められないとする考えに立って、労働組合活動や政治的行為の詳細について、広範囲にわたって調査するものである。
すなわち、勤務時間中の組合活動に関する調査では、ＦＡＸ、コピー機、電話、印刷機等の使用状況や、組合会議への出席にまで及び、勤務時間中の組合活動とは直接関係しない教研集会の参加状況についてまで調査する。
政治的行為等に関する調査は、例えば「その他の選挙運動等」の項目では、個々の教職員の「個別訪問」「ビラ配り」「電話かけ」等に加えて、その「内容」まで聴取し、政党や政治団体の特定まで行なわれる可能性がある。しかも、調査の対象期間は５年と極めて長期に及ぶ。
さらに、上記のほとんどの調査項目について、他の教職員の行為について「見聞きしたことがあるか」ということまで調査する。
３．こうした内容の調査は、以下のとおり、明らかに違憲・違法である。
　⑴　強制的な性格を有する広範囲な本調査は、正当な労働組活動や政治的行為を萎縮させるものであり、憲法上保障された人権である団結権（憲法２８条）、組合活動の自由（憲法２１条）、政治的活動の自由（憲法２１条）に対する重大な侵害行為である。
⑵　本調査は、個々の教職員の内面にまで及んでおり、思想・良心の自由（憲法１９条）、プライバシ－権（憲法１３条）を侵害するものである。また、他の教職員の行為を申告させることは、他人を陥れる「密告」の慫慂であり、これも同様である。
⑶　道教委の見解によれば、これらの調査項目の中には懲戒処分の対象となる行為も含まれているから、調査に当たっては、憲法３１条以下が規定する適正手続（不利益処分の対象となる範囲の明確化、不利益供述の強要禁止など）が保障されなければならないが、かかる配慮が全くなく、この点からも憲法に違反する。
　　⑷　本調査は、その目的・方法等に照らすと、組合活動をことさら問題にし、その弱体化を図るものであり、憲法に保障された団結権を侵害する不当労働行為である。
すなわち、3.30通知は、北教組の政治資金規正法違反事件に端を発するが、そこで問題となった労働組合による「特定の政党や候補者への支援のカンパ」をはるかに超えた広範な調査を目的とし、その方法も、校長が直接、個々の組合員の活動内容を聴取し、組合員以外には組合活動についての「密告」を求めるものであり、組合の加入や活動に対して、強い萎縮的効果を与えることが明白である。
　　　
４．道教委は、今回の調査目的を「子どもたちや現場の教職員、保護者や地域の方々の不安や不信」を取り除くためだとする。
しかし、４月は、担任が替わり、学校・学年・学級それぞれの教育計画に基づき、新年度が始まったばかりで、学校教育にとって最も重要な時期である。この時期に、もっぱら教育行政に関わることで、大きな混乱が予測される問題を、あえて学校に持ち込むことこそ、「子どもたちや現場の教職員、保護者や地域の方々の不安や不信」を招くものにほかならない。これは、事実上、教育行政による「不当な支配」（教育基本法旧１０条・現１６条）と言うことができ、ひいては子どもの教育を受ける権利（憲法２６条）を侵害するものである。
５．以上のとおり、3.30通知は、明らかに違憲かつ違法である。同通知を直ちに撤回し、調査を止めるよう強く求めるものである。
以上
　　　　２０１０年　４月１６日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自由法曹団北海道支部
支部長　佐　藤　哲　之
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